
第 16 回朝食会ご報告 

   

去る 5 月 22 日、第 16 回朝食会を開催いたしました。今回は NHK 解説委員の道傳愛子先

生に「グローバル・ヘルスにおける日本の貢献」というテーマでご講演頂きました。多数

の皆様にご参加頂きまして、誠にありがとうございました。 

 

＜当機構代表理事 黒川挨拶＞ 

TICAD IV(第 4 回アフリカ開発会議)を今月末に控え（註：2008 年 5 月 28 日～30 日まで

横浜で開催）、更に 7 月には G8 サミットを主催することになる日本にとって、今年は非常

に特別な年となっています。このような特別な機会を控えて、日本から国際保健にどのよ

うな貢献ができるかを考えることは重要であり、我々は NPO として、国際保健において日

本が発揮すべきイニシアチブについて考察・提言を続けてきました。今年の 2 月には世界

銀行と共催でグローバル・ヘルス・サミットを開催し、小泉純一郎元総理大臣を初めとす

る、数多くの国内外のリーダーをお招きし、グローバル・ヘルスにおける日本の貢献につ

いて議論する場を設けました。 

日本医療政策機構のホームページや私のブログにはこれらのシンポジウムや私の講演録

などが掲載されていますので、是非見て頂きたいと思います。国内の政治問題を超えて、

世界中で今何が起きているかということを知ることは非常に重要性です。インターネット

などで世界のあらゆるところが繋がるようになり、従来のトップダウンのアプローチでは

なく、シビル・ソサエティー・ムーブメントとも言える、何らかの問題意識を持っている

現場の市民が自分たちの本当にやりたいことを自発的に実行する、ボトムアップのアプロ

ーチが勢いを増してきています。それに加えて、ゲイツ財団のような、フィランソロピー

philanthropy や住友化学のようなプライベート・セクターが、トップダウンアプローチと

ボトムアップアプローチの両方をつなぐ役割を果たし、全体が円滑に回るようにサポート

しています。住友化学のアフリカへの蚊帳の提供の話は国際的にも非常に有名です。これ

らの多くのグローバル・プレイヤーglobal player の役割は今後更に重要となるでしょう。 

こういった数多くのセクターの協働に加えてもう一つ大事なのは、将来を担う若い学生



に国際保健分野に早くから興味を持ってもらうことです。アメリカには、若いうちに海外

の現場を経験させるプログラムが充実している大学が少なくありません。それに比べて、

日本はどこか閉鎖的なところがあり、もっと視野を広げる必要があると思います。世界で 2

番目の GDP を誇る日本の ODA は減り続け、国際的な影響力を弱まる一方です。そのよう

な中で、小泉元総理大臣の発案で設立された「野口英世アフリカ賞」は貴重な動きといえ

ます。これは、医学研究部門と医療活動分門において、アフリカの保健に貢献した人に対

して賞を与えることで、アフリカの保健問題に広く関心を向けてもらうことを目的として

います。このような動きが今後ますます加速し、内向的な日本の方々がもっと世界のこと

に興味を持ち、G8 サミットで日本がイニシアチブを発揮できるようになることを期待して

います。 

 

＜当機構事務局長補佐 小野崎挨拶＞ 

第 16 回朝食会より、担当を務めさせて頂く小野崎です。今回からは、これまでの 2 倍の

収容人数のある新たな会場において開催することとなりより多くの皆様に朝食会に参加し

て頂けることとなりました。本日のスピーカーは NHK 解説委員の道傳愛子様です。道傳様

はアフリカ開発・途上国支援・国際関係などのエキスパートです。最近もアフリカに出張

されるなど、現地の状況に非常に精通されています。今回はそのお話も含めて、グローバ

ル・ヘルスの最前線の話をお聞かせ頂けると思います。 

 

＜道傳様講演要旨＞ 

「グローバル・ヘルスにおける日本の貢献」 

TICAD は「元気あるアフリカを目指して」ということをテーマとしており、経済成長を

加速させるとともに教育や保健など「人間の安全保障」といわれる分野を確保していくこ

とを目指しています。では元気あるアフリカとはどのようなものなのか―「アフリカ」と

いう言葉で一括りにして固定的なイメージを持つのではなく、その本当の実態を踏まえて

考えてみたいと思います。私は先月ルワンダとタンザニアに取材に行って参りました。ル

ワンダでは 14 年前の虐殺の影響がまだ色強く、5.8%の経済成長率という数字だけからは測

れない、根深い問題が残っています。タンザニアにおいても、6.8%という高い経済成長の

裏側で、医療システムの不整備により、10 万人が毎年マラリアで命を落としています。急

速な都市化の半面で、水道施設の整備が追いつかず、汚染された水はマラリアの温床とな

っています。排水溝が一週間詰まると、マラリアを媒介する蚊が大量に発生するもとにな

るのです。住民にも正しい知識が普及しておらず、「正しい対策をとればマラリア感染は防

げる」ということが知られていません。 

有効なマラリア対策として、蚊帳の使用が挙げられます。5 年間の防虫効果がある殺虫剤

処理を施された蚊帳の繊維に蚊が触れると、殺虫効果が発揮されて蚊が死ぬ仕組みになっ

ています。この蚊帳は目が 4 ミリと粗いことも特徴です。暑い地域が多いので、通気性を



よくするために、蚊が入って来られないギリギリのサイズまで目を粗くしているのです。

そして、これら蚊帳の生産において、たとえば住友化学のような日本企業の技術が役立っ

ています。現地に工場を作り、現地の人々を雇い、蚊帳を生産することで、蚊帳によるマ

ラリア対策の効果と共に、この工場で新たな雇用が創出され、結果として現地の人々の貧

困対策にもつながるのです。これは慈善事業ではありません。持続的なビジネスとして採

算をきちんと考えなければなりません。そして、ビジネスとして続かない限りいつかは蚊

帳の生産を止めなければならなくなる、すなわち、マラリア対策が中断することを意味し

ます。「アフリカの問題を」「アフリカで」「アフリカの人々によって」解決することを手助

けすることが真の援助の姿であり、いま必要な取組なのだということを感じました。 

一見すると魔法の杖のように解決をもたらしてくれそうな蚊帳ですが、課題もあります。

まずはその費用です。政府が配布している割引券を使っても一番安くて250円かかります。

この 250 円の蚊帳でさえ貧困のために買えない家庭が多くあります。タンザニアの全世帯

の 45%が蚊帳を手にしており、そのうちの 23%が殺虫効果のある蚊帳です。つまり、マラ

リア対策を徹底するにはまだ蚊帳の普及が不十分なのです。無料配布するというアイデア

も具体的に検討されています。しかし、無料であげてしまうと結局は蚊帳も大事にされず、

また意識改革を促すこともできないとの指摘も多くあります。一方で、啓発活動といった

難しい活動を行っているうちに時間がたち、その間に人々は命を落としていきます。時間

の猶予は許されません。まずはとにかく蚊帳を普及させ、そして、マラリアによる死亡を

食い止めることが必要という見方が多勢を占めるほどマラリア問題は深刻です。ところで、

2 月にブッシュ大統領がタンザニアを訪問し、タンザニアの住友化学の蚊帳工場や、病院、

スラムを訪ね何万という単位の蚊帳を無料配布することを決めました。PMI（President 

Malaria Initiative）の一環です。皮肉なことにこれによって、タンザニアにおける「蚊帳」

のイメージはアメリカと強く結びつくようになってしまいました。本来は日本の企業であ

る住友化学の貢献であったものが、日本の PR アメリカの貢献というイメージにすり替わっ

てしまった印象でした。もちろん、いちいち日本の貢献であることをこれ見よがしに宣伝

する必要はないかもしれませんが残念に思いました。日本の人たちもアフリカ、マラリア

のことを真剣に考えていることがもっと蚊帳を通じて伝わっていけばと思います。 

マラリア対策において魔法の杖はありません。蚊帳も必要だし、JICA が行っているよう

な地道なドブさらいも必要です。マラリア対策のための知識も不可欠です。ODA、企業の

取り組み、国連、NGO の取り組みも大事です。真の解決は、全てのプレイヤーが協力して

初めて達成されることだと思います。国際協力はある特定のプレイヤーの専売特許ではな

く、意識を変えることによって、誰もが貢献することができる問題です。来週の TICAD は

国が主催する会議ではありますが、私たち一人一人も自分たちの問題として、日本が、自

分たちが何をできるか考えて頂きたいです。 

本日はありがとうございました。番組でも様々な形でアフリカ対策の現状について取り

上げていきたいと思っていますので、これからも宜しくお願いします。 



 

＜質疑応答＞ 

Q:NGO などが国際保健に取り組む上で、一番の問題は協賛を得にくいことだと思います。

いかにして企業を巻き込んでいくが重要な課題となりますが、どのようにお考えですか。 

A:現状では、NGO など個人の領域でできる「民」の活動と、政府のできるもっと大きな「官」

という活動の二つが国際保健の主流を占めています。しかし、私はその中間の「公(public)」

という取り組みがもっと増えてもいいと思います。企業が実際の損得を超えて、「公(public)」

の活動に関わりを持つことは、企業のイメージにも後々返ってくるでしょう。public な部

分といかに繋がっていくかの意識がもっと世界に広がっていけば、より多くの企業がつい

てくるようになると思います。 

 

Q:ブッシュ大統領のイニシアチブが非常に評価されているという話がありましたが、アメ

リカのやり方と日本のやり方に違いがあり、また日本らしい貢献のあり方はあるでしょう

か。 

A:アフリカにどうエンゲージしていくかは特に 9.11 以降アメリカにとって大事な外交課題

の一つとなっています。アフリカには資源もありますし、ブッシュ大統領は任期の終わり

間際になって、アフリカ支援を積極的に考え始めました。日本の支援を考える時、慈善事

業でやっていくという意識だけでは不十分であり、アメリカや中国のように損得を勘定に

入れてアクティブに活動しているところには太刀打ち出来ません。日本の貢献は奥ゆかし

いもので良いのだ、という意見もありますが、しかし、日本国民の税金が入っている ODA

を使う以上、日本のスタンスなどを明確にし、日本という国のあり方を外国に向けてきち

んと発信していく必要があると思っています。 


